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（２）対象機関 

国の行政機関、独立行政法人、国立大学法人、大学共同利用機関法人及び特

殊法人5 

 

（３）対象業務 

対象とする業務は、国の行政機関等が実施する業務である。また、自主的

に業務フロー・コスト分析を実施する場合は、関係機関等から業務の効率化、

見直し等の指摘を受けた業務のみならず、業務量の多い業務や特に改善の余

地がある業務を対象とする。 

なお、複数の業務により一体的に機能が発揮される業務の場合は、複数の

業務を併せて分析対象とする。業務が複数部局にまたがる場合には各部局が

それぞれ業務フロー・コスト分析を実施し、その結果を全体で整理する。 

 
《参考》民間活用により業務改善が期待できるという観点から、業務フロー・コスト分析を実施する

ことが望ましいと考えられる業務 
 

１）民間の活用が可能な領域 

ア）会計・経理業務 

イ）窓口業務 

ウ）公金等の収納業務 等 

２）競争により改善が期待される可能性のある領域 

ア）対人サービス性が高い施設の管理運営 

イ）広報・普及啓発活動等に関する業務 等 

３）秘密保持業務・みなし公務員規定等が活用される領域 

 ア）情報公開業務 

 イ）検査・検定に関する業務 等 
 

（出典）市場化テスト推進協議会（2007）、『市場化テスト（制度設計・導入手続の仕組とポイント）』、

学陽書房、p.76-77 より整理 

 

（４）対象期間 

① 通年       （年度を通じて業務量に変動がある場合） 

② 年度中の一定期間 （年度を通じて業務量に変動がない場合） 

 

（５）実施時期 

業務の実施状況を踏まえ、実行可能な時期 

 

（６）具体的な分析方法 

１）業務区分の設定、業務区分ごとの業務量の調査・集計（様式１）及び分析

対象業務区分の特定 

 

 

○ 施設・研修等分科会等のヒアリング対象となり、業務フロー・コスト分

析を実施することとなった業務については、当該業務を分析の対象とする。 
 

                                                  
5 公共サービス改革法第２条第２項 

〈様式１〉業務量調査票 業務量調査 対象業務区分特定 
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その他、自主的に業務フロー・コスト分析を実施することとなった業務

については、次のとおり、分析対象とする業務区分を特定する。 

ア 対象となる分析範囲を特定し、一定の区分（業務区分）を設定する。業

務区分は、現場の業務管理者及び職員の理解できる単位、また、より効率

的・効果的な実施方法を検討できる区分にする6。 

イ 設定した業務区分について、組織内で共有を図り、確認を行う。また、

必要に応じて備考欄等に業務の具体的内容を記載する。 

ウ 業務区分ごとに、従事している全職員の従事割合（従事時間）を調査す

る。従事割合（従事時間）の調査方法は、現場の業務管理者を対象に、年

間の従事時間割合（％表示等）をアンケート調査する方法とする7。 

エ 従事割合の把握に係る時間及びコストを考慮し、年間の従事割合（％表

示等）を概数により把握する。 

オ エにより明確化された業務区分ごとの業務量に基づき、全体業務に占め

る従事時間の多い業務区分、特に改善の余地があると考えられる業務区分

等、分析対象とする業務区分を特定する。 

 

 
  

                                                  
6標準的な業務区分の数は、一般的に職員一人当たり数個といわれる。 
7その他、勤務管理表を基に把握する方法がある。 
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２）業務区分の事務区分への分解及び業務フローの作成（様式２） 

 

 

ア 作業業務に係る職務分掌規程、業務マニュアルの諸資料に基づき、対象

業務の全体像を把握するとともに業務概要を整理し、様式に記載する。 

イ 分析対象とする業務区分について、業務区分を事務区分へ分解し、業務

の開始から終了までの流れに沿って、事務区分を整理する（業務フロー

の作成）。 

ウ 事務区分8は、現場の業務管理者及び職員が自身の事務として把握可能

な程度、また、より効率的・効果的な実施方法を検討する際に有用であ

ると考えられる程度の区分にする。 

エ 業務フローの整理については、実施主体別（職員（常勤・非常勤）、委

託事業者別等）に整理を行う9。 

                                                  
8事務区分の数は、業務の特性等に応じて異なるが、標準的な事務区分の数は、一般的に職員一人当たり 

数十個といわれている。（数個の業務区分を数十個の事務区分へ分解）。 
9設定した事務区分の適正性、従事職員の業務量調査を行うに当たっての具体的手順、事務区分の設定及び 

内容の妥当性について、業務管理者及び職員の間で適正性の確認を行う。 

責
任
者

管
理
者

常
勤
職
員

非
常
勤
職
員

委
託
先

●●部局◎◎室 委員会 委託先

△△に関する執行業
務

1 計画・準備
△△事業に関する計画策定・各種準備
作業

○ ○ ○ ○

2 委託先関係 委託先との打合せ、資料確認 ○ ○ ○

3 書類作成・整理 委員会資料作成、各種説明資料作成等 ○ ○ ○

4 決裁 上席者への説明・準備・決裁 ○ ○ ○

5 関係者説明等
各種委員会関係者等への説明・日程調
整含む

○ ○ ○

6 委員会運営
委員会運営に係る作業。会場設営、当
日運営等

○ ○ ○

7 事後作業
各種事後作業、議事録の作成、各委員
補足説明、今後の方針等の部内ミー
ティング等

○ ○ ○

※ 記載例のため、事務区分・業務フロー図は簡略化して記載している。

手引きにおいては分析に有用な程度の数十個の事務区分に整理・分解することを想定している。

業務フロー

＜様式２＞事務区分・業務フロー表

5名/13名

業務区分 No. 事務区分

△△事業規程（20××年××月××日 ）
△△事業執行業務マニュアル（20××年××月××日 ）

業務区分・事務区分

業務フロー図

事務区分概要

対象業務区分 △△に関する執行業務

業務担当

△△事業に関する企画立案、執行業務。
△△事業に関する市場調査を委託先を利用して実施。民間有識者を含めた委員会を月一回開催。◎◎室にて委員会事務局を実施。
委員会の意見を取りまとめえて報告書を作成・公表。

対象年度 20×1年

業務実施方法 直接実施（一部委託先利用） 関与人員

対象業務区分の関連規程・マニュアル

対象業務区分の概要

決裁

計画準備

関係者説明

書類作成

委員会

打合せ

事後作業等

①

（様式１＞において分析対象とした

業務区分No.3「△△に関する執行業務」

③

業務区分を整理

事務区分に分解
事務区分の概要を記載 各事務区分の担当

（職務分掌）を整理
業務フロー図として整理

②

部局内で「△△に関する執行業務」に

何名直接関与しているか。

⇒設定した上記事務区分により、＜様式３＞業務量アンケート票（事務区分ごと）にて従事職員への業務量調査を実施。

実態に即しかつ分かり易く整理する。過度

に簡易、詳細にならないように留意し、現

場の業務管理者及び職員が自身の事務とし

て把握可能な程度、また、より効率的・効
果的な業務実施方法を検討する際に有用で

あると考えられる程度に業務フローを作成

すること。

調査対象の「事

務区分」には、

特定の業務に分

類できない事務

区分も設定して

おくことが望ま

しい。

〈様式２〉事務区分・業務フロー表 業務フロー整理・事務区分作成 
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３－１）事務区分ごとの職員別及び職位別業務量の調査・集計（様式３、４） 

 

 

ア 業務に従事する職員それぞれを対象に、事務区分ごとの従事割合（従

事時間）を調査する。従事割合（従事時間）の調査方法は、従事職員そ

れぞれを対象に、年間の従事時間割合（％表示等）をアンケート調査す

る等、実行可能な方法を適切に選択する。 

イ アンケート調査は、業務に直接従事する職員を対象とする。直接従事

する職員には、非常勤職員、臨時職員、他の行政機関からの出向者等も

含む。 

ウ 間接的に業務に従事する職員10は、基本的にアンケート調査の対象に含

めない。 

エ イ、ウで特定した各従事職員を対象に、事務区分ごとの年間の従事時

間割合（％表示等）をアンケート調査する。 

オ 従事割合の把握に係る時間及びコストを考慮し、年間の従事割合（％

表示等）は、概数により把握する。 

カ 従事職員それぞれの調査結果を集計し、事務区分ごとの従事割合（従

事時間合計）及び従事職員別の内訳を基に、誰が、どの程度、どのよう

な業務及び事務をしているか、また、職位別の業務量を把握する。 

 

                                                  
10 管理部門（総務、人事、会計等） 

〈様式３〉業務量アンケート票 アンケートの実施・回答 〈様式４〉業務量集計表 


